
問題意識と構成～前稿との関連～

前稿（徳田・李２０２０）は，１９８９年から始まる平成時代における各家計の年間収入，所得分布の

変化が各家計の家計構造にどのような影響を与えているかを，主として総務省から提供された匿名

個票データ（１９８９～２００４年），さらに公開されている全国消費実態調査結果（１９８９～２０１４年）を補

完的に用いて分析したものである。特に総務省統計センターから提供された匿名個票データを使用

することで，重回帰分析等計量分析による要因分析が可能になった。

当該分析の主眼として，第一に平成時代の激変する経済環境の下で，世帯収入，所得分布がどの

ように変化したか，その変化が各家計の家計収支構造にどう影響したかについて分析した。分析結

果として，全体に年間収入の一貫した逓減傾向，いわゆる高収入層の割合の減少，逆に低収入層の

割合の上昇というように，所得階層のダウングレード化が進展している。さらにそのダウングレー

ド化の結果，特に子育てなど，支出負担の嵩む中核年齢層を中心に，逓減する家計収入の下で，食

料など必需的な消費支出，将来に備えた貯蓄，持ち家の住宅ローンの負担を賄わなければならなく

なった。こうして年収減・負債増・消費抑制のトリレンマの下，逼迫した家計収支運営を余儀なく

されている。

第二に年間収入に影響する諸要因を重回帰分析したところ，その世帯にどれだけの有業者がいる

か，いずれの地域に居住しているか，いずれの産業のどの職業についているかに基底され，さらに

１８歳以下の子供の有無，世帯主の性別がマイナスの影響を与えていることが明らかになった。純資

＊本稿は，既発表の「年間収入，所得分布と家計構造の変化～全国消費実態調査（１９８９～２００４）個票データによる分

析～」（『専修経済学論集』第５４巻第３号（通巻１３５号），２０２０年３月３１日）の続編にあたる。執筆分担は，徳田が�
の執筆の他，全体の調整，まとめ，李春霞が個票データの加工整理，計量分析により�を執筆した。匿名個票デー
タは，総務省統計センターから平成２８年５月２３日に貸与されたものである。なお，当該匿名個票データは１９８９～２００４

年分提供に止まっていることもあり，補完する公開データとして，全国消費実態調査（株式会社アイエヌ・情報セ

ンター提供大規模統計 Finder所載）を使用した。計量分析ソフトは Stataである。
＊＊専修大学名誉教授。２０２０年４月１日より開志専門職大学事業創造学部教授
＊＊＊専修大学経済学部助教
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産面でも，同じく１８歳以下の子供の有無，住宅ローンの有無がマイナスの影響を与えている。消費

支出を抑制せざるを得ない背景としては，収入逓減下の食料などの義務的な経費の重荷が大きく，

例えば教育費への負担圧力につながっている。

以上より，前稿に残された分析課題として着眼した論点は，第一に既婚女性の就業の問題である。

「ダグラス＝有沢の法則」によれば，夫の収入と配偶者の就業には負の関係がある，夫の収入が高

ければ配偶者の就業率は下がるし，逆に低ければ上がるという関係である。仮に夫の収入が逓減す

るとしても，配偶者の就業により，有業者数を増やすことができれば，世帯収入の減少には歯止め

を掛けられる。この法則が１９８９～２００４年の期間に有効に働いているかどうかを明らかにすること。

第二に所得階層のダウングレード化が進んでいるとすれば，果たしてそれが，どのような社会・経

済的な影響をもたらしているかである。例えば，消費支出面で恒常的に義務的な経費を負担する反

面で，レジャーなど選択的な経費を抑制せざるを得ないとすれば，余暇レジャーなど選択的な重要

を前提とする消費市場にマイナスの影響を与えることになる。また，小売業態でも，必需的な需要

を前提とする業態よりも，選択的な需要を前提とする業態にマイナスの影響が生まれることが想定

される。こうした影響についての考察を進めることが本稿の第二の論点である。

� 既婚女性の就業および家計消費支出の変化

１．既婚女性の就業に関する分析

（１）先行研究

既婚女性の就業に影響する決定要因を分析する研究は数多くある。

多田（２０１５）では，夫が５４歳以下の世帯を分析対象とし，夫の収入が妻の就業率に負の影響を与

え，ダグラス・有沢の法則は現在でも成り立っている結論を出した。

武内（２００７）は，パネルデータを使って既婚女性の就業決定要因を分析し，夫の５年間の長期所

得水準は妻の就業に有意に負の効果を与えたことを確認し，夫の変動所得は妻の就業に有意な影響

を検出しなかった。

田中（２０１８）は，夫の所得と妻の就業については，負の相関関係があると報告した。

その他，鶴・久米（２０１８）は夫の家事・育児時間，親との同居，保育園利用は，妻の就業確率に

有意に正に影響していることを報告した。

本稿では，夫の所得が妻の就業に与える影響を検証すると同時に，１９８９年～２００４年妻の就業率が

変化したかどうかを検証する。

（２）データ説明

「全国消費実態調査」のデータは，年間収入２５００万円以上，貯蓄現在高９５００万円以上，負債現在

高４５００万円以上のいずれかに該当する世帯はトップコーディングの対象になるため，本稿ではこれ

らのサンプルを除外した。

また，既婚女性の就業に関する分析では，分析対象は，世帯主が男性で，配偶者と同居している

勤労者世帯および無職世帯である。自営業や農業に従事する世帯の場合，妻も分担する，つまり就

業していると考えられるため，本分析では自営業や農業などの非勤労者世帯，配偶者が単身赴任な

どの原因で同居していない世帯を分析対象から除外した。
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表１―１ 妻の年齢層別の人数・就業者数・就業者割合

各年齢層
就業者数
割合

各年齢層
就業者数
割合

各年齢層
就業者数
割合

各年齢層
就業者数
割合

また，本稿では，分析対象の既婚女性を世帯主の配偶者とする。（義）父母や子供夫婦と同居す

る場合，同居する母親や子供の妻は分析対象としない。

（３）統計にみる既婚女性の年齢層別の就業率

まず，１９８９～２００４年，既婚女性の年齢層別の人数，就業者数および割合の全体像を見てみよう。

表１―１を見れば，２０代と３０代前半の既婚女性の就業者割合は１９８９～２００４年にかけて上昇してい

る。特に，１９８９年に２０代後半の既婚女性の就業者割合は２９％であったが，２００４年にその割合は４０％

まで上昇した。３０代後半から４０代前半まで，既婚女性の就業者割合は若干変動しているが，大きな

変化が見られなかった。４０代後半から６０代の年齢層に関しては，１９８９～２００４年にかけて，就業する

妻の割合は増え続けている。５０代既婚女性の就業者割合は１０％以上増加した。徳田・李（２０２０）に

よれば，１９９４～２００４年，世帯の年間収入が減少していて，家計は苦しくなっている。家計を補うた

めに，就業する妻は増加していると考えられる。

（４）変数説明

前掲表１―１から，既婚女性の就業者割合は上昇していることが分かった。既婚女性の就業に影

響を与える要因，１９８９～２００４年に既婚女性の就業に変化が起きたかを計量的に分析することが本稿

の目的である。また，「ダグラス＝有沢の法則」が崩れつつあるという指摘がある。本稿は既婚女

性の年代別に分けて推計して「ダグラス＝有沢の法則」は有効であるかどうかを検証する。

既婚女性の就業に影響を与える要因に関しては，多くの先行研究では，世帯主の収入，子供の数，

父母（夫婦の父母・義父母）と同居するかどうか（高齢者を介護するために，妻が働けない可能性
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がある）をあげた。本稿では，世帯主の収入だけではなく，他の世帯員の収入も既婚女性の就業に

影響を与えうると考えている。例えば，比較的年配の夫婦が就業している若い子供と同居する場合，

世帯の稼ぎ手が世帯主以外にもいるため，世帯主の妻は就業しないことを選択する可能性がある。

そのため，世帯主の収入のだけではなく，他の同居世帯員の収入も世帯主の妻の就業に影響を与え

ると考えられる。そのため，本稿では，他の世帯員の収入を説明変数に加えた。また，分析では，

持家の帰属家賃を除く総合消費者物価指数を使い，世帯主や他の世帯員の収入を実質化した（２０１５

年価格）。

ただし，既婚女性の学歴も就業に影響する要因であるが，本稿で利用している全国消費実態調査

のデータには，学歴のデータがないため，ここでは学歴の効果を検証することができなかった。

分析では以下の式（１）を基本モデルとして推計する。追加モデルでは，０～４歳保育園未入園子

供いるダミー変数も加えた。全国消費実態調査の元データには，保育園未入園子供人数という項目

がない。筆者はすべての世帯員の年齢，世帯員関係，就学するかどうかなどのデータを抽出し，保

育園に入園している子供の人数を計算した。そして，（０～４歳の子供人数－保育園に入園してい

る０～４歳の子供の人数）を使って，０～４歳保育園未入園子供人数を計算した。ただし，１９８９年

の元データには，保育園に入っているかどうかのデータがないため，０～４歳保育園未入園子供い

るダミー変数を加えた分析では，１９８９年のデータを除外し，１９９４，１９９９，２００４年を分析する。

wifework＝α＋β１・husincome＋β２・otherincome＋β３・wifeage＋β４・wifeage2＋β５・parents
＋β６・area＋β７・age0to6＋β８・age7to10＋β９・age11to14＋β１０・year （１）

被説明変数 wifeworkは世帯主配偶者の就業ダミー変数である。就業している（パートを含む）
場合は１であり，就業していない場合は０である。元データには，就業形態は正社員・パートであ

るかどうかについては，欠損値が多いため，パートと正社員を分けることができない。そのため，

パートでも就業しているとした。被説明変数はバイナリデータであるため，推計ではロジットモデ

ルとプロビットモデルを使う。

説明変数 husincomeは世帯主の月収の対数，otherincomeは他の世帯員月収の対数である。
wifeageは世帯主配偶者の年齢，wifeage2は配偶者の年齢の２乗である。parentsは父母同居ダミー
変数であり，areaは３大都市圏ダミー変数である。また，age0to6は０～６歳子がいるダミー変数，
age7to10は７～１０歳子がいるダミー変数，age11to14は１１～１４歳子がいるダミー変数である。year
は年ダミー変数で，１９９４年がベースとする。分析では，上記式（１）を基本モデルとし，０～１４歳子

人数，１８歳未満人員数，０～４歳保育園未入園子いるダミー変数を追加して推計する。１９８９～２００４

年妻の就業率が変化したかどうかを検証するため，年ダミー変数 yearの推計結果に注目する。

表１―２～表１―５は，各年の変数の基本統計量を示している。
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表１―２ 変数基本統計量（１９８９年）
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表１―３ 変数基本統計量（１９９４年）

家計構造変化の社会経済的な影響

71



 

,� -./0� 12 3456 789 7:9
�	
����;<=,� ��>��� �?��# �?��" � �
�	
�@ABCD ��>��� ���>��� ���>��� � �>���>"��
E��	F�@ABCD ��>��� ��>��" �#>��# � �>��">���
�	
�@ABCDGH�I ��>��� �?��# �?�## � #?��
E��	F�@ABCDGH�I ��>��� �?��� �?�"# � #?��
$:JKLG;<=,�I ��>��� �?��� �?��" � �
�	
���� ��>��� ��?��# ��?��� �� ��
MNOPQ;<=,�GPQR�I ��>��� �?��# �?�"� � �
���ST�F�� ��>��� �?�#� �?��� � "
������*+�� ��>��� �?��� �?��� � "
������*+�� ��>��� �?"�� �?�"� � "
�U���VWXY;<=,� ��>��� �?�"" �?�#� � �
��#��VWXY;<=,� ��>��� �?��� �?��� � �
�U����VWXY;<=,� ��>��� �?�#� �?�#� � �
�������VWXY;<=,� ��>��� �?�#� �?�#� � �
��#��VWXY;<=,� ��>��� �?��� �?��� � �
�U��Z[\SD\VXY;<=,� ��>��� �?��� �?��" � �

表１―４ 変数基本統計量（１９９９年）
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表１―５ 変数基本統計量（２００４年）
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（５）全年齢層推計結果

まず，全年齢層の推計結果を見てみよう。

表１―６は世帯主の配偶者の全年齢層サンプルの推計結果を示したものである。まず，世帯主の

勤め先の収入は配偶者の就業に正の影響を与えている結果となっているが，これは以下のことが原

因であると考えられる。まず，世帯主は定年まで年齢の増加につれ，収入が上昇し，特に，４０～５０

代の世帯主の収入が高い。次に，４０～５０代の既婚女性は育児が終わったので，就業する人が増える。

つまり，世帯主の収入が高い４０～５０代の既婚女性は就業率が高い。そのため，全年齢層サンプルの

推計では，世帯主の収入は妻の就業に正の影響を与えるようにみえる。これに関しては，妻の年代

別に分けて後述する。世帯主の収入だけではなく，他の同居世帯員の収入も世帯主の妻の就業に正

表１―６ 世帯主配偶者の全年齢層の推計結果

注：［ ］内は z値。＊は１０％，＊＊は５％，＊＊＊は１％有意を意味する。
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の影響を与えている。

他の説明変数に関しては，世帯主配偶者の年齢は就業に正の影響を与えているが，年齢の２乗は

負の影響を与えている。これは高齢になると，就業しないということを意味する。３大都市圏のダ

ミー変数のパラメーターは負で有意である。また，父母と同居ダミーのパラメーターは正に推計さ

れ，１％有意である。子供の面倒を見てくれると考えられるため，世帯主配偶者は就業しやすい。

０～１４歳の子供人数のパラメーターは負で１％水準で有意である。０～１４歳の子供人数を１８歳未

満人員数に変えて推計すると，有意であるが，０～１４歳の子供人数のパラメーターのほうが小さい。

また，表１―６にはないが，０～１０歳の子供人数に変えて同じモデルを推計すると，パラメーター

は負でさらに小さくなる。つまり，幼い子供がいる世帯では，子供がいない世帯と比べ，世帯主配

偶者は育児のため，就業しない人が多いと考えられる。

子供年齢層別を見てみると，０～３歳の子供いるダミー変数，４～６歳の子供いるダミー変数，７

～１０歳の子供いるダミー変数のパラメーターはいずれも負で１％有意である。また０～６歳の子供

いるダミー変数に変えて推計すると，パラメーターも負で１％有意である。０～３歳の子供いるダ

ミー変数のパラメーターは－１．２７４６（モデル２の logitモデル）で，他の子供年齢層別のダミー変
数のパラメーターと比べて最も小さい。１１～１４歳の子供ダミー変数に関しては，正で１％有意か，

有意ではない（モデル４の logitモデル）。これは，子供が大きくなって中学校に入ると，母親が就
業しやすくなることを意味する。

０～４歳の保育園未入園子いるダミー変数の推計結果（１９８９年は分析対象外）を見てみると，パ

ラメーターは負で数値が最も小さく，１％有意である。０～４歳の保育園未入園子供がいることは，

妻の就業に与える負の影響は最も大きい。保育園に入園できないことは妻の就業の阻害要因である

と考えられる。

最後に，１９９４年をベースとする各年のダミー変数の推計結果をみると，１９８９年ダミー変数は負で

有意であるので，１９９４年と比べて，１９８９年に就業する妻が少ないことを意味する。１９９９年と２００４年

のダミー変数のパラメーターは正でいずれも１％有意であり，２００４年のパラメーターは１９９９年のパ

ラメーターよりも大きい。世帯主の収入や子供の人数などの影響要因をコントロールする上で，１９９４

年と比べ，就業する妻が増えたことを意味する。

（６）年齢層別の推計結果

前述したように，全サンプルの推計結果をみると，夫の収入は妻の就業に正の影響を与えている。

「ダグラス＝有沢の法則」は有効ではないようにみえる。しかし，既婚女性は育児が終わってから

再就業する人が多いので，４０代以降就業する女性が増えると考えられる。４０代の夫の収入は２０～３０

代の夫の収入よりも高いので，全サンプルを見る場合，夫の収入が妻の就業に正の影響を与えると

いう結果になった。そのため，年齢層別に分けてみる必要がある。以下の表１―７～表１―１１は，各

年齢層別の妻の就業分析結果を示した。
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表１―７ 妻が２０代のサンプルの推計結果

注：［ ］内は z値。＊は１０％，＊＊は５％，＊＊＊は１％有意を意味する。

２０代の妻の推計結果を見ると，世帯主の収入が高ければ，妻の就業確率が低下する。ただし，世

帯主の収入の推計結果は有意ではない場合もある。７～１０歳の子供，１１～１４歳の子供のダミー変数

はほとんど有意ではない。２０代の妻の人数は他の世帯と比べてもともと少なく（表１―１を参照），

子供を持つ場合はほとんどが乳幼児である。全サンプルのうち，妻が２０代のサンプル数は１万１５７

個であって，そのうち０～３歳の子供を持つ世帯は６５９８世帯，４～６歳の子供を持つ世帯は１８９８世

帯，７～１０歳の子供と１１～１４歳の子供を持つ世帯数はそれぞれ４３７世帯，２５世帯である１）。また，数

が少ないが，未成年の兄弟と同居する場合もある。７歳以上の子供を持つ世帯が少ないので，７歳

以上の子供ダミーは有意ではない結果となった。

３０代と４０代の妻の推計結果に関しては，世帯主の収入は負で１％有意である。これは３０代と４０代

の既婚女性は育児のため，就業できないと考えられる。また，３０代の推計結果をみると，他の世帯

１）二人以上の子供を持つ世帯があるので，年齢別の子供を持つ世帯数の合計値はサンプル数より多い。
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員の収入も負に推計されているが，ほとんど有意ではない。

５０～６０代の妻の就業推計結果を見ると，世帯主の収入は正で１％有意に推計されている。５０代に

なると，育児が終わって就業する妻が増えると考えられる。

２０～４０代に関しては，「ダグラス＝有沢の法則」は依然として有効である。５０～６０代に関しては，

世帯主の収入は配偶者の就業に正の有意な影響を与えている結果となったので，「ダグラス＝有沢

の法則」は有効でなくなったように見える。しかし，徳田・李（２０２０）によれば，世帯の年間収入

は１９９４年以降減少していることが分かった。数年前と比べて，同じ世帯の世帯主の収入が減少した

ので，妻は家計を維持するために就業せざるを得ないことも考えられ，法則はまだ成り立つとも言

える。本稿で使った個票データはパネルデータではないため，同じ世帯の世帯主の収入の増減デー

タがない。そのため，世帯主の収入が減ったから妻の就業率が上がったということを検証できなかっ

た。女性の就業意識の変化も影響しているかもしれない。したがって，５０代以降の「ダグラス＝有

沢の法則」の成立については，世帯主の収入の増減データがあればさらに再検証する必要がある。

表１―８ 妻が３０代のサンプルの推計結果

注：［ ］内は z値。＊は１０％，＊＊は５％，＊＊＊は１％有意を意味する。
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先行研究の多田（２０１５）では，夫が５４歳以下の世帯を分析対象とし，ダグラス・有沢の法則は現

在でも成り立っている結果を出した。一般的には，夫の方が年上であると考えられ，多田（２０１５）

の分析対象の妻はほとんどが５０歳以下であると考えられる。本研究で分析したサンプルのうち，夫

の年齢が５４歳以下の場合，妻の年齢が４９歳以下のサンプル数は７万４４８２個であって，妻が５０歳以上

のサンプル数は７５０６個にすぎない。本稿の推計結果は多田（２０１５）と一致している。

他の説明変数に関しては，全年齢層と同様に，３大都市圏のダミー変数のパラメーターは負で有

意であり，父母と同居ダミーのパラメーターは正に推計され，１％有意である。

３０～４０代の育児世帯の妻に関しては，３０代の７～１０歳子供ダミーだけが正で，１０歳以下の子供が

いる各ダミー変数は負で１％有意である。特に，０～４歳保育園未入園子供いるダミー変数のパラ

メーターの数値は負で最も小さい。つまり，保育園に入れないことが妻の就業に強い負の影響を与

えている。５０代以降の妻に関して，子供のダミー変数はほとんど有意ではない。５０代になると，も

ともと小さい子供が少ないためであると考えられる。また，同居する孫がいれば，該当年齢の子供

表１―９ 妻が４０代のサンプルの推計結果

注：［ ］内は z値。＊は１０％，＊＊は５％，＊＊＊は１％有意を意味する。
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ダミー変数は１となる。つまり５０代以降の妻のサンプルに関しては，子供のダミー変数は自分の子

供だけではなくて，孫である可能性もある。

各年のダミー変数の推計結果から，各年齢層の既婚女性の就業は変化が起きたかどうかを見てみ

よう。３０～５０代及び７０代の妻に関しては，１９８９年ダミー変数は負で有意であるので，１９９４年と比べ

て，１９８９年に就業する妻が少ない。他の年齢層に関しては，１９８９年ダミー変数は有意ではない。１９９９

年と２００４年のダミー変数に関しては，２０～６０代の妻の場合，パラメーターは正に推計され，ほとん

どが１％有意である。また，２００４年のパラメーターは１９９９年のパラメーターよりも大きい。妻の年

齢層別でみても，１９９４年と比べ，就業する妻が増加する結果となった。

前述のように，保育園に入れないことが妻の就業に強い負の影響を与えている。表１―１２は各年

の年齢別の子供人数および保育園未入園の子供人数をまとめている。１９８９～２００４年，毎年の世帯数

は大きな変化がないが，子供人数は減少し続けている。保育園に入れない子供の人数が減少してい

るが，それはそもそも子供の人数が減少しているからである。保育園入園できた子供人数を見ると，

表１―１０ 妻が５０代のサンプルの推計結果

注：［ ］内は z値。＊は１０％，＊＊は５％，＊＊＊は１％有意を意味する。
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１９９４年は２５８７人であったのが，２００４年には２５３１人となって，あまり増加しなかった。日本では労働

力不足が厳しくなっているので，やはり女性の就業を推進するする必要がある。本稿の分析から，

保育園に入れないことが既婚女性の就業の大きな阻害要因であることが分かった。やはり国は保育

園を増やす必要があると思われる。

表１―１１ 妻が６０代のサンプルの推計結果

注：［ ］内は z値。＊は１０％，＊＊は５％，＊＊＊は１％有意を意味する。

表１―１２ 各年の年齢別の子供人数および保育園未入園子供人数
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以上の分析では，世帯主の収入や子供（特に乳幼児）人数をコントロールした上で，１９９４年以降，

就業する妻は増えたという結果となった。女性の自己価値を実現するために就業を選択するかもし

れませんが，世帯収入の低下につれ，苦しい家計を補うため就業せざるを得ない可能性も否定でき

ない。

２．消費支出の変化

本節では，１９９４～２００４年に世帯の消費支出や食料などへの支出は変化しているかどうかを推計す

る。

（１）データの説明

以下の式（２）を使って推計する。

logconsumption＝α＋β１・logincome＋β２・myhome＋β３・loan＋β４・area＋β５・member＋β６・year
（２）

logconsumptionは世帯の消費支出の対数，logincomeは世帯の年間収入の対数，myhomeは持ち
家の有無のダミー変数，loadは住宅ローンの有無のダミー変数，areaは３大都市圏のダミー変数，
memberは世帯人員数，yearは年ダミー変数である。
また，世帯の消費支出の他，１人当たりの食料支出，被服及び履物，教育，教養娯楽，通信，通

信・交通への支出の対数を被説明変数とし，同じ推計式を使って推計する。ただし，教育支出を推

計する時に，幼稚園からの就学人数（別居を含む），私立学校子供数を説明変数に加える。

世帯の年間収入，３大都市圏のダミー変数，持ち家の有無，住宅ローンの有無，世帯人員数など

を説明変数とする。年間収入および被説明変数は実質化して（２０１５年価格）対数を取る。持ち家の

有無はダミー変数であり，持ち家であれば１，持ち家でなければ０である。住宅ローンはダミー変

数であり，住宅ローンがあれば１，住宅ローンがなければ０である。世帯の年間収入，３大都市圏

のダミー変数，持ち家の有無，世帯人員数は消費支出や項目別の支出に正の影響を与え，住宅ロー

ンは負の影響に与えると予想する。１９８９年のデータには，住宅ローンの項目がないので，ここで

は，１９９４～２００４年のサンプルを使って推計する。

教育支出に関しては，私立学校の学費が国公立学校よりも高いと考えられる。そのため，私立と

国公立学校の在学子供人数をコントロールする必要がある。元データより，各世帯員が学校に通学

しているかどうか，また私立学校であるかどうかを整理し，説明変数に加えた。これまでの分析と

同様に，１９９４年をベースとし，各年のダミー変数を説明変数に加えた。

言うまでもなく，消費支出は基本的に世帯所得に依存する。本節の分析の目的は１９９４～２００４年に

かけて，世帯の支出のうち，各項目への支出は変化があるかどうかを分析することであるので，１９９９

年と２００４年のダミー変数のパラメーターに注目する。

（２）変数記述統計

本節の分析は，トップコーディングの世帯だけを除き，既婚や勤労世帯かどうかを問わず，すべ

ての世帯を分析対象とする。そのため。既婚女性の就業の分析よりサンプル数が多い。表１―１３～

表１―１５は，各年の変数の基本統計量を示している。

80



 

,� -./0� 12 3456 789 7:9
xyz{GH�I ��>��� "?�� �?�� �?�# #?#�
xyz{ ��>��� ���#�" ���#�� ��#�� �������
|}~�	�FGH�I ��>��� �?�� �?�� � "?��
|}~�	�F ��>��� �"��� ����� � �����"
�|}~�	�F��1��GH�I ��>��� �?#� �?�# � "?��
�|}~�	�F��1�� ��>��� �"�#� �#��� � ������
�[GH�I ��>��� �?�� �?�� � "?��
�[ ��>��� ����� ����� � ��#���
����GH�I ��>��� �?�� �?�� � #?��
���� ��>��� ����" ����� � ������"
��GH�I ��>��� �?�" �?�� � "?�"
�� ��>��� ���" #��" � ������
�����GH�I ��>��� �?�" �?�� �?�� #?"�
����� ��>��� ���#� ���"� � �������
��CDGH�I ��>��� �?�� �?�� �?#� �?��
��CD ��>��� �"� ��� � �""�
$:JKLhih ��>��� �?�� �?�� � �
������ ��>��� �?�� �?�" � �
���=.��� ��>��� �?�� �?�� � �
�	�F ��>��� �?"� �?�� � �
��\h��������Q���� ��>��� �?�� �?�# � #
�����VW� ��>��� �?�� �?�# � "
����VW� ��>��� �?�� �?�� � �

表１―１３ 変数基本統計量（１９９４年）

家計構造変化の社会経済的な影響

81



 

,� -./0� 12 3456 789 7:9
xyz{GH�I ��>#�� "?�# �?�� �?�� #?#�
xyz{ ��>#�� ����"� ������ ����� ����#��
|}~�	�FGH�I ��>#�� �?�# �?�� �?����� "?��
|}~�	�F ��>#�� �"��� ����� ��� �#����
�|}~�	�F��1��GH�I ��>#�� �?#� �?�� �?�#�#� "?��
�|}~�	�F��1�� ��>#�� ���#" �#��� ��� ���#��
�[GH�I ��>#�� �?#� �?�� � #?��
�[ ��>#�� �""�� ����� � �������
����GH�I ��>#�� �?�� �?�# � #?��
���� ��>#�� ��#�� ��#�� � ������#
��GH�I ��>#�� �?�� �?�� � "?�"
�� ��>#�� ����� ���� � ���#��
�����GH�I ��>#�� �?�� �?�� �?�� #?��
����� ��>#�� ����� �#"�# � �#�����
��CDGH�I ��>#�� �?�� �?�� �?�� �?��
��CD ��>#�� ��� ��# � �"��
$:JKLhih ��>#�� �?�� �?�� � �
������ ��>#�� �?�" �?�� � �
���=.��� ��>#�� �?�� �?�# � �
�	�F ��>#�� �?�� �?�� � �
��\h��������Q���� ��>#�� �?�# �?�� � #
�����VW� ��>#�� �?"� �?�� � "
����VW� ��>#�� �?�# �?�� � �

 

,� -./0� 12 3456 789 7:9
xyz{GH�I ��>��" "?�" �?�� �?�� #?"�
xyz{ ��>��" ����#� ������ � �������
|}~�	�FGH�I ��>��" �?�� �?�� � "?��
|}~�	�F ��>��" ���"� ����� � ��#���
�|}~�	�F��1��GH�I ��>��" �?"� �?�� � "?��
�|}~�	�F��1�� ��>��" ��"�� �#��� � ���"##
�[GH�I ��>��" �?"� �?�� � "?��
�[ ��>��" �"��" ��#�� � ��"���
����GH�I ��>��" �?�� �?�� � "?��
���� ��>��" ����� ��"�� � ������
��GH�I ��>��" �?�� �?�� � "?��
�� ��>��" ��#"� ���"� � �#�"��
�����GH�I ��>��" �?�# �?�� �?�� #?�"
����� ��>��" �"�#� ����# � �������
��CDGH�I ��>��" �?�� �?�" �?�� �?��
��CD ��>��" #�� �#� � �"�"
$:JKLhih ��>��" �?�� �?�� � �
������ ��>��" �?�� �?�� � �
���=.��� ��>��" �?�� �?�" � �
�	�F ��>��" �?�" �?�� � �
��\h��������Q���� ��>��" �?## �?�# � "
�����VW� ��>��" �?"� �?�� � "
����VW� ��>��" �?�" �?�� � �

表１―１４ 変数基本統計量（１９９９年）

表１―１５ 変数基本統計量（２００４年）

82



 

xyz{
 ¡¢£¤
¥

�[ ���� �� �����

��CD �?���� �?���� �?���� �?"��� �?"�"� �?�"�� �?"��"
e���?�#fggg e���?��fggg e���?��fggg e��?��fggg e��"?��fggg e��?��fggg e���?��fggg

$:JKLhih �?���" �?���� �?���# �?��� �?���� �?���� �?����
e��?��fggg e��?��fggg e��?�"fggg e��?��fggg e��?�"fggg e�?""fggg e��?��fggg

������ �?���� �?�"�# �?���� �?���# �?��## j�?��� j�?����
e�?��fggg e��?��fggg e�?��fggg e�#?��fggg e��?��fggg ej�?"�fggg ej�?"�fggg

���=.��� j�?���� j�?���� �?���� j�?���� j�?���� �?��#� �?����
ej�#?"�fggg ej��?��fggg e�?�#f ej"?�"fggg ej�?��fggg e�?��fggg e��?��fggg

�	�F �?���� �?���� �?���� �?���� �?��"�
e��?�#fggg e��?"�fggg e�?��fggg e��?��fggg e�#?��fggg

��\h������
G�Q���I

�?���

e��?��fggg
�����VW�

����VW� �?���
e��?"�fggg

����;<= j�?��� j�?��"� j�?���" �?���" j�?���� �?�"�� �?�"��
ej�?��fggg ej�"?�#fggg ej��?��fggg e#?��fggg ej�?��fggg e""?�#fggg e��?��fggg

����;<= j�?���� j�?���� j�?��# �?�"#" �?���" �?��"� �?����
ej�?�#f ej��?�"fggg ej��?#"fggg e��?��fggg e��?��fggg e��?��fggg e"�?��fggg

lm_no �?���� �?���� �?��#" �?�"�� �?"�#� �?#��� �?��"�
e#��?""fggg e�#�?�"fggg e"�?��fggg e�"?"�fggg e���?��fggg e���?��fggg e���?��fggg

¦jo§¨©^rt �?��" �?�#"� �?��#� �?���� �?���# �?��#� �?����
ªt«j¦jo§¨©^rt �?��" �?�#"� �?��#� �?���� �?���" �?��#� �?����
u ����#� ����#� ����#� "��"� ����#� ����#� ����#�

（３）推計結果

表１―１６は全サンプルの推計結果を示している。被説明変数はいずれも対数である。

世帯の年間収入のパラメーターは正で１％水準で有意であり，消費支出や食料などの支出に正の

影響を与えている。３大都市圏のダミー変数のパラメーターは正で有意である。３大都市圏の生活

コストが地方の都市より高いと考えられる。持ち家の有無のパラメーターは，通信及び交通・通信

を除き，正で有意である。持ち家の世帯は豊であるので，消費支出が高くなると考えれらる。また，

消費支出，食料，教育，教養娯楽の推計結果に関しては，住宅ローンのパラメーターは負に推計さ

れ，有意である。やはり住宅ローンがある世帯は消費支出を抑える傾向にある。

また，年ダミー変数の推計結果に注目すると，被説明変数消費支出の結果に関しては，１９９９年ダ

ミーのパラメーターは負で有意であり，２００４年ダミーは負であるが，有意ではない。１９９４年と比べ

て，１９９９年の消費支出は減少したことが示唆されている。また，食料，被服及び履物の推計結果を

見ると，１９９９年ダミーと２００４年ダミーのパラメーターはいずれも負で有意であるので，１９９４年より

表１―１６ 消費支出および項目別の支出

（食料／世帯人
員）の平方根

（対数）

注：［ ］内は t値。＊は１０％，＊＊は５％，＊＊＊は１％有意を意味する。
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支出が減少した可能性がある。

消費支出や食料などの支出の推計結果を見ると，１９９４年より，１９９９年の世帯の支出が低下した。

世帯の家計は苦しくなっていると思われる。通信支出に関しては，１９９９年ダミーと２００４年ダミーの

パラメーターはいずれも正で有意であり，２００４年のダミー変数のパラメーターの方が高い。インタ

ーネットや携帯電話の普及により，通信支出が増えたと考えられる。

教育の推計に関しては，家族のうち，学業のために別居する人もいるが，元データでは，世帯員

としてカウントされていない。教育費のうち，別居する学生への支出もあると考えられるので，推

計するときに，世帯員のうち，幼稚園以上の学生世帯員数に学業のために別居する家族人数を加え

た。推計結果を見ると，１９９９年ダミーと２００４年ダミーのパラメーターはいずれも正で有意であ

り，２００４年のダミー変数のパラメーターは１９９９年よりも高い。消費支出全体が減少しているが，教

育への支出は増加した。また，私立学校の方が国公立学校の学費や諸雑費よりも高いので，私立学

校に通う世帯員数を説明変数に加えた。私立学校のパラメーターは正で有意であり，私立学校に通

学する世帯員がいる場合，教育支出が増えることを意味する。

３．まとめ

�では，１９８９～２００４年にかけて，既婚女性の就業は変化が起きたかどうか，消費支出に変化があ
るかどうかを分析した。まず既婚女性の就業に関しては，１９９４年以降，世帯主の収入や子供（特に

乳幼児）人数をコントロールした上で，妻の就業率は高くなったという結果を得た。世帯収入が低

下したので，家計を補うために就業する既婚女性が増加したと考えられる。

次に，消費支出に関しては，１９９４年と比べて，１９９９年および２００４年の食料，衣服および履物の支

出は減少し，教育，通信の支出は増加した。必需的な支出を抑えつつ，選択的な支出に割り当てる

ように消費支出の内訳が変化したと言えよう。

� 家計構造変化の社会経済的な影響

１．年収低下，年収分布の変化，所得階層のダウングレード化２）

１９８９～２０１４年にかけて全体の傾向として，実質 GDPが停滞していても，貯蓄率など家計に余力
がある場合は，消費水準もある程度維持している。しかし，特に平成後期（２００４年～）に家計貯蓄

率が低下，家計の余力が低下してくると，消費水準そのものに影響が現れてくる。平成を通じて，

家計余力の低下と共に，経済水準の停滞に対するいわゆる耐性が低下し，マイナス成長の影響が消

費水準にもろに直撃する形になっている。

２）前稿（徳田・李２０２０）参照。前稿作成の図表を抜粋，再掲している他，筆者作成による。

84



1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

�+¬® % 14.1 13.5 15.1 14.7 14.2 12.9 11.8 10.3 10.4 11.8 10.5 8.8 5.6 4.8 4.3 3.4 3.4 2.4 2.4 2.5 4.2 3.8 4.1 2.7 0.3 -0.6 0.8 2.5 2.1

¯�7°xyz{(±²³�´µ) 4.1 5 2.4 1.4 1.6 2.1 2.6 2.5 -0.9 0.3 1.5 1.4 1.9 1.1 0.7 1.2 1.6 0.7 0.8 -2 0.9 1.5 0.7 1.6 2.8 -2.6 0.7 0 1.1 0.4

GDP(±²¶³�´µ %) 4 5.6 2.4 0.5 -0.9 1.6 3.3 2.9 0 -0.9 0.7 0.7 -0.5 0.9 2 1.7 2 1.4 1.2 -3.4 -2.2 3.3 0.5 0.8 2.6 -0.4 1.3 0.9 1.9 0.7
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図２―１ 家計貯蓄率，実質GDP，消費支出推移

年間収入は，中央値，平均値いずれもピークにあった１９９４年の年間収入から低下傾向にあり，２００４

年は概ね１９８９年に回帰した水準にある。年間収入分布でも１９９４年，１９９９年を境に年収８００万円以上

の世帯割合は低下し，２００４年の年収分布は１９８９年当時に近い形に戻っている。所得階層を８００万

円，４００～８００万円，４００万円の三つの階層に区分した場合，１９８９年から２０１４年までの所得分布では，８００

万円以上の層が平成を通じてその割合が減少し，１９９４年には全体の３９％だったのが，２０１４年には２３％

に低下している。逆に４００万円以下の層の割合が１６％から３１％に倍増している。４００万円から８００万

円未満の層は１９８９年の５１％をピークにいずれの年も４５～４７％と安定した水準にある。

家計構造変化の社会経済的な影響
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図２―２ ２人以上の世帯年間収入（万円）分布

400¹(º 400�800 800¹()

1989 1994 1999 2004 2009 2014

800¹

図２―３ 所得階層（三分類）の推移

本稿は，年収分布の変化，左方シフト，すなわち８００万円以上の層の割合減少，中間の４００～８００
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経済変動 ［平均所得×家計数］ 人口変動

可処分所得 低所得市場 中所得市場 高所得市場 人口規模

GDP，規模&成長性 各市場の割合変化 年齢構成

一人当たりGDP 各所得市場の所得水準変化 ライフサイクル，世代

労働コスト，賃金 ［上昇 or 下落］ 社会移動

税，給付 各市場規模の変化 引退，就業

CPI Inflation
［拡大 or 縮小］

家族形態

Deflation

図２―４

1990 1995 2000 2005 2010 2015
65~m 12 14.5 17.3 20.1 23.0 26.6
15W64 69.5 69.4 67.9 65.8 63.8 60.7
15´µ 18.2 15.9 14.6 13.7 13.2 12.6

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

15´µ 15W64 65~m

図２―５ 年齢割合変化

万円の層の維持，４００万円以上の層の割合増加，が社会経済にどのような影響を与えているか，所

得階層のダウングレード化がもたらす影響を考察するものである。なお，各所得層の変動は，経済

変動と社会変動の両面の影響を受けている。人口変動については，人口規模，年齢構成，ライフサ

イクル・世代構成，引退・就業の社会移動，家族形態の変化が関係してくる。経済変動は，GDP
規模・成長性，一人当たり GDP，労働コスト・賃金，税・給付水準が関係する。
所得階層の変化は経済的な要因と，社会的な要因とが相互に影響することから生じている。社会

的な要因としては，若年層の就業化，家族形成，高年層のリタイアが最も大きい。若年層は，就業

により所得水準の上昇，しかし家族形成による家族関係費用の上昇による消費水準上昇・消費性向

低下，高年層はリタイアによる所得水準の低下，住宅ローンなど資産形成が済み，子育ても済んで

いることから，費用負担の減少に伴う消費性向の上昇という，消費面での影響も顕著なものになる。

特に，いわゆる団塊の世代，リタイア世代の社会的な移動の影響はきわめて大きいものと考えられ

る。

家計構造変化の社会経済的な影響
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図２―６ 雇用者報酬前年度伸び率
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図２―７ 賃金指数（現金給与総額）（２００５年１００）

経済要素としては，日本の産業全体の雇用者報酬の逓減傾向３），賃金の伸び悩み４）が大きな要因と

して考えられる。

３）国民経済計算四半期別 GDP速報による。
４）厚生労働省「勤労毎月統計」各年発表による。
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図２―８

所得階層のダウングレード化は，単なる所得分布の変化というよりは，その背景にある産業分布，

職業分布，家族形態の変化の反映と見るべきものである。第一に，世帯主の産業別に見た所得分布

は１９８９年，２００４年の所得分布及び累積グラフ（個票データ）によっても，産業による所得分布の差

異が明らかである。１９８９年の産業別の所得分布では，累積ベースで５０％に達する産業別年収階層，

すなわち中央値に属する年収階層で見ると，金融・保険業，次いで電気・ガス・熱供給・水道業，

不動産業，公務，次いでサービス業，製造業，運輸・通信業，次いで農業・林業・漁業，鉱業，建

設業，卸売・小売業・飲食店，次いでその他（非就業を含む）の順になっている。一方，２００４年で

は，２００４年に産業分類が細分化されたため，１９８９年との比較は難しいが，１９８９年と２００４年を合わせ

て見ると，電気・ガス・熱供給・水道業を筆頭に，次いで金融・保険業，公務，教育・学習支援業，

次いで不動産業，情報・通信業，複合サービス業，次いで農林漁業，建設業，運輸，卸売・小売業，

サービス業の順になっている。概ね，その産業による中央値で見た年収の違いは固定的であり，１９８９

年では４００万円以下の比率が高い産業は，その他（非就業を含む），農業・林業・漁業，卸売・小売・

飲食店，２００４年ではその他（非就業を含む），農業，飲食店，宿泊業，林業というように，ほぼ同

様である。なお，その他（非就業）は，リタイアした層であり，その層の拡大が，全体の年収分布

のダウングレード化に影響を与えていると考えられる。逆に８００万円以上の産業としては１９８９年で

は，金融・保険業，電気・ガス・熱供給・水道，不動産，公務，２００４年では電気・ガス・熱供給・

水道，公務，教育・学習支援サービス，次いで金融・保険，不動産，複合サービス業と，２００４年で

はサービスが細分化されたことも含めても，概ねその産業群は１９８９年と同一である。全体に産業別

に見た所得階層は，その他（非就業）の比率の拡大が大きく作用した結果としてダウングレード化

していることが分かる。

消費者

�
階層化

�
社会・経済階層

�
職業 ←連関→ 所得

家計消費

総消費支出

階層区分

各階層消費額［平均所得×各家計数］

低所得市場 中所得市場 高所得市場

小売部門

低価格業態 中価格業態 高価格業態
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図２―９ １９８９世帯主産業別の世帯年間所得各階級累積
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図２―１０ ２００４世帯主産業別の世帯年間所得各階級累積
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図２―１１ １９８９～２００４世帯主職業別 年間所得階層（５０％累積）

�	�C½ôõö � � � � " # � � � �� �� �� ��
½ô�¹÷� ���� ������� ������� ������� ������� "���"�� #���#�� ������� ������� ������� ��������� ��������� ���������

�	�C½ôõö �� �" �# �� �� �� �� �� �� �� �� �" �#
½ô�¹÷� ������ �������� "����"�� #����#�� �������� �������� ����������������������������������� ��������� ��������� �"���

表２―１ 世帯年収階級番号

第二に，職業分布で見た場合，１９８９年の累積ベースで５０％に達する職業別年収階層，すなわち中

央値に属する年収階層で見ると，４００万円以下の層は，特に無職，臨時及び日々雇労務作業者が

６０，７０％に達し，次いでその他，農林漁業従業者となっている。８００万以上の層は，法人経営者が

突出しており，次いで個人経営者，官公職員，自由業者の順となる。この状況は２００４年でも同様で

臨時及び日々雇労務作業者，無職が５０％台，次いで農林漁業従事者常用労務作業者，商人及び職人

となっている。逆に８００万円以上の層としては，法人経営者が突出し，次いで個人経営者，官公職

員，自由業，民間職員の順になる。年収階層にはほとんど動きがなく，職業別に見ても，リタイア

層を含めた無職の比率の拡大がダウングレード化に寄与していると推測できる。

なお，図２―１１，各年，各職業別の数字は，表２―１のとおり世帯年収階級の番号を表している。

（以下，同様）

家計構造変化の社会経済的な影響
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図２―１２ １９８９世帯主職業別の世帯年間所得各階級累積
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図２―１３ ２００４世帯主職業別の世帯年間所得各階級累積

第三に年齢別に見た場合，４００万円以下の層（４以下）は１５～１９歳，２０～２４歳，１９８９，１９９４年で

は７０歳以上，１９９９年は７５歳以上，２００４年は８０歳以上となっている。逆に８００万円以上（９以上）の

層は，１９８９年５０～５４歳，１９９４年４５～５９歳，１９９９年４５～５９歳，２００４年はなくなり，４５～５９歳が７９９万

円以下（８ランク）に落ち込んでいる。８００万円以上の階層の比率の低下は，この４５～５９歳の所得

ランクの低下に起因していることが推測できる。逆に４００万円台以下の層は一貫して６５歳以上の年

齢層であり，その年代層の増加がダウングレード化に同じく起因していると考えられる。以下の１９８９

～２０１４年のデータは平均値であり，１９８９～２００４年の中央値データとの差異は生じているが，同様に

４５～５９歳の年収水準が低下していることが読み取れる。

家計構造変化の社会経済的な影響
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図２―１４ １９８９～２００４世帯主年齢による年収階層の変化（累積５０％水準）
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図２―１５ 全世帯世帯主年齢別年間収入

 

表２―２

３０～３４歳代 年収構成割合（以下同様）

３５～３９歳代

家計構造変化の社会経済的な影響
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４０～４４歳代

４５～４９歳代

５０～５４歳代

５５～５９歳代

表２―２（つづき）
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図２―１６ １９８９世帯主年齢別の世帯年間所得各階級累積
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図２―１７ ２００４世帯主年齢別の世帯年間所得各階級累積

次に，世帯あたりの有業者数の推移を見ると，有業者数と年収水準は比例しており，特に有業人

家計構造変化の社会経済的な影響
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図２―１８ 有業者数別平均年間収入

図２―１９ 所得階層（三分類）の推移

員なしが４００万以下，有業者数２～３人の場合に，７００～８００万円以上となっている。また働き手が

一人の場合は，概ね６００万円台の水準に止まっている。ここから，配偶者の就業の成否が年間収入

に大きく影響を与えていることが分かる。（本論文，前記�参照。）
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表２―３

年間収入の低下は，年収４００万円以下の世帯は，６５歳以上の無職のリタイア世代の増加，及びそ

れに対して８００万円以上の層の減少は，中核世代にある４５～５９歳の年齢層の年収の低下に起因する。

産業別，職業別には，ほぼその年収の差異はほぼその傾向は変わっていない。４００万円以下の所得

層，４００～８００万円の所得層，及び８００万円以上の所得層を仮に低所得層，中所得層，高所得層とす

ると，低所得層対象の消費市場の拡大，中所得層対象の中間消費市場の維持，高所得層対象の消費

市場の縮小と，各々異なる結果が生じていることになる。

低所得層は概ねヤング世代とオールド世代，中間所得層，高所得層はミドル世代に区分けされる。

世代をやや大括りで２０代の Young，３０代～５０代のMiddle，６０代以降の Oldに区分すると，概ね次
表のような傾向にあると考えられる。（当表のベースとしての，世代別の家計構造の差異について

は，前稿（徳田・李２０２０）参照。）

若い世代は，収入も相対的に小さいが，未だ税負担も小さく，また資産形成，子育てに関わる借

入金負担も小さい。収入を資産形成ではなく，消費支出に割り当てられる度合いが高い。従って消

費性向が高く，但し収入の制約で必需的な支出重視で低価格志向が強くなる。

ミドル世代は，収入が大きくなっているが，教育費など子育てに関わる支出の負担もあって必需

的な支出の負担が増している。また年齢的に給付を受ける年代ではなく，収入に応じた税負担も大

きく，支出を抑え将来に備える貯蓄形成，住宅ローンなどの返済金負担も大きい。構造的に消費支

出を抑えつつ，子育てコスト，資産形成にも留意しなければならない逼迫した家計構造である。従っ

て，食料費などの消費性向も抑えざるを得ないが，その中で子育てなど家族関係の支出，教育費な

ど選択的な支出を進めていく。一定の収入規模にあるが，支出制約があり，限られた収入で多様な

支出を迫られている結果，より効用の大きい財サービスへの志向，値ごろ感志向が強く出てくる。

オールド世代はリタイアして収入も小さくなっているが，借入金の返済も終わって，年金など給

付を受けると共に，それまでに貯蓄した預貯金の引出しにより余力のある家計構造になっている。

既に子育てが終了し，資産の蓄積もあることから，消費性向は高いが，経常収入が相対的に低いこ

ともあって，必需的な支出を抑えつつ，選択的な支出を重視する傾向になる。

年齢階層別にみた平均消費性向（勤労者世帯）の推移では，全体に平均消費性向は減少傾向にあ

るが，３０歳以下の若年層が２０１４年で７５％台，中間の３０～４０歳前半までが７１～７４％，４０歳代後半から

家計構造変化の社会経済的な影響
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図２―２０ 年齢別平均消費性向（１９９４～２０１４）
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図２―２１ 低・中・高所得市場推移（単位 億円）

５９歳までが７０％台後半，６０歳以上の高年齢層が８０％以上となっている。概ね前表の各世代による家

計構造の差異を反映していると考えられる。

各階層別の消費市場の規模（当調査データ対象）について１９９４～２１０４年の推移を試算してみた。

各所得層に関わる家計数×収入金額を集計したものである。一見して分かるように，８００万円以上

の高所得市場は２０年間でほぼ半減，４００～８００万円の中間所得市場はほぼ現状維持，４００万円以下の

低所得市場はほぼ５０％増となっている。
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図２―２２ 各階層消費額［平均所得×各家計数］
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図２―２３ 小売部門変化
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図２―２４ 百貨店売上高推移（１９８５～２０１４）

各市場規模の変化は，各市場に相当する各価格業態に影響を与える。低価格業態としてディスカ

ウントストア，コンビニエンスストア，中価格業態として（総合）スーパー，高価格業態として百

貨店 専門店が該当する。なお，ネット通販はほぼ価格横断的な業態として見なされる。高価格業

態として百貨店，中価格業態としてスーパー，低価格業態としてコンビニエンスストアの売上高の

推移を参照する５）。百貨店の売上高は１９９４年時点で１０兆６４００億円だったのが，２０１４年では４兆９２２６

億円と半減しており，上記半減した高所得市場の動きと符合している。

一方中価格業態としてのスーパー（総合，専門，その他）の売上高推移は，１９９４年３０兆２２４７億円

が２０１４年では３２兆８６３０億円とほぼ同一の水準にあり，中所得市場がほぼ維持されていることと符合

している。

５）商業統計表（株式会社アイ・エヌ情報センター提供大規模統計 Finder所載）に依る。

家計構造変化の社会経済的な影響
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図２―２５ スーパー売上高推移（１９８５～２０１４）
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図２―２６ コンビニエンスストア売上高（１９８５～２０１４）

次に低価格業態としてのコンビニエンスストアの売上高推移については，コンビニエンスストア

が単純に低所得市場という性格と同時に近隣型業態としてあらゆる所得層にも対応していることも

あり，その点を考慮する必要がある。１９９４年の売上高が８兆２９２０億円に対して２０１４年は６兆４７８６億

円と減少しているが，１９９７年が５兆１９７４億円であることを考慮すれば，やはり低業態市場の拡大傾

向が進んでいると考えられる。

年間収入の減少傾向に符合して，小売市場全体は１９９４年１４１兆２４９７億円，２０１４年１２０兆７５５６億円と

縮小傾向にあるが，売り場面積は１９９４年１億２１６２万�であるのに対して，２０１４年では１億３４８５万�
と逆に増加傾向にあり，明らかに売り場面積過多，売り場面積当たりの販売効率の低下が顕著に見

られる。現に販売効率（売場面積１平方メートル当たり年間商品販売額）は１９９４年９０万円が２０１４年

６３万円と７０％の水準に落ち込んでいる。このアンバランスが，小売業全体の売上低迷，低収益性に

つながっている。
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図２―２７ 小売業態 事業所数・販売額推移
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図２―２８ 小売業売り場面積推移
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図２―２９ 小売業売り場販売効率（�当たり販売額）

家計構造変化の社会経済的な影響
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節約＋価値志向

低所得市場 中所得市場 高所得市場

費用／価格志向 価値／費用（価格）バランス志向 価値志向

低所得圧力 住宅費用圧力 高所得寄与

教育費用 家計維持コスト 高資産

ライフサイクル

ヤング ミドル オールド

高 低 高

階層移行→消費効果

ミドル層への移行� ヤング世代就業 デモンストレーション効果

引退したオールド� 低所得層への移行 慣性効果

より低価格，より高品質

志向［健康 便利 嗜好］

図２―３０ 各階層消費者行動の特徴

�のまとめ～階層別に見た消費者行動の特性～

それでは，各階層別の消費者特性とはどのようなものだろうか。特に注意しなければならないの

は，経済的には，経済環境の変化，特に年間収入の低下傾向の中で，教育費，住宅ローン，食料費

など義務的な支出を賄わなければならないタイトな家計運営，特にそれが顕著なミドル層などライ

フステージ別に見た家計特性の変化を見極める必要がある。また，社会的な面からは，例えば年収

低下によりかつては高所得層に属していた層が中間層に降りてくる場合は，高所得マーケットの特

性である価値を重視する価値志向を中価格市場でも要求してくること，また逆に若い世代がミドル

世代に移行してきた場合には，低所得下で別の意味でタイトな家計運営をしてきた若い世代はどう

しても価格志向が強くなるものと考えられ，その双方の要素を合わせると，価格，価値いずれも重

視する消費者特性，いわゆる価値と費用のバランスを重視する値ごろ志向が中間所得市場に現れて

くる可能性が高い。その結果，低所得市場は元来の費用・価格志向，中所得市場は費用・価値のバ

ランス志向，高所得市場は価値志向という特性が現れてくると考えられる。

もう一つのボイントは，全体の年収低下傾向の一要因でもあるリタイア層，高年齢層の消費特性

である。一般的なライフサイクルによれば，リタイア前に蓄積した資産，貯蓄をベースに高い消費

性向となると言われている。但し，前稿（徳田・李２０２０）で分析したとおり，家計余剰，ネット

資産は縮小してきていること，また固定的な職業別，産業別に見た所得階層も同様に固定的であり，

その層は，資産形成も十分ではなく，リタイア後にはタイトな家計運営を迫られている可能性が高

いこと。従って，高年齢層はもともと高所得層からリタイアした層，逆に低所得層からリタイアし

た層の二極分化が進んでいる可能性が高いと考えられる。
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図２―３１ 勤労者世帯年収減・消費抑制・負債増

図２―３２ 全世帯年齢階級別ネット資産（貯蓄－負債）額

家計構造変化の社会経済的な影響
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特に，勤労者世帯全体が負債増，収入減，消費抑制を迫られている現状はきわめて厳しく，個票

データで示されたように，２００４年までのデータによれば，２０歳代～４０歳代ではほとんどネット資産

はマイナス，または少額に止まり，その状況は悪化傾向にある。果たしてその傾向が解消されるか

は難しいところである。本稿�で分析されたとおり，有業者を増やせる環境作りが政策として実効
性を持つことがきわめて喫緊の課題があることが，示されている。

現状では，市場としてはほぼ維持されている中間所得市場としても，各小売業態は，販売効率が

低下する中でも，強い価格志向には対応せざるを得ず，タイトな企業運営を迫られている。

なお，消費実態調査（匿名個票データ）は現行２００４年までの提供である。既にオンサイト利用に

よりそれ以降の個票データの取扱が可能になっているが，この分析では活用できなかった。いずれ

にしろ，その後の少なくとも２０１４年までの個票データが揃えば，平成時代における家計消費の変遷

についてより正確な分析が可能となると考えられる。その分析は次の機会に委ねたい。また，概略

に止まった小売各業態に関わる詳細な分析も，別の論文で行うこととしたい。
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表２―１０（訂正表）

本稿の前編論文にあたる「年間収入，所得分布と家計構造の変化～全国消費実態調査（１９８９～２００４）

個票データによる分析～」（第５４巻第３号、通巻１３５号）の表２―１０に誤りがあったため、以下訂正

する。

家計構造変化の社会経済的な影響
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